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要 請 書 

 

当団体は、不当な勧誘行為や不当な表示・広告、不当条項の使用の中止を申

入れたり、団体訴権を行使することを重要な活動内容とする消費者団体です。

２００７年８月２３日には、適格消費者団体（消費者契約法第１３条）として

認定され、さらに２０１７年６月２１日に特定適格消費者団体（消費者の財産

的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関する法律第６５条第

１項）に認定されました（組織概要についてはホームページをご参照ください）。 

さて、当団体は、貴社が提供する外国株店頭取引に関するホームページ上の

表記に関し、消費者に対する情報提供の観点から検討しております。 

貴社には、２０１８年１月５日にお問い合わせに対しご回答いただき、あり

がとうございました。ただ、そのご回答の内容では、消費者に対する手数料に

関する情報提供が不十分で、消費者の利益を損なう可能性があるものと判断し、

本「要請」に及ぶ次第です。 

なお、以前からお伝えしておりますとおり、本「要請書」は、消費者契約法

第１２条に基づくものではなく、消費者団体としての任意の要請です。 

つきましては、本「要請書」に対する貴社のご回答を、２０１８年１２月２

８日までに書面にて当団体事務局まで送付いただきますようお願いいたします。 

なお、すでに貴社にご連絡しておりますとおり、本「要請書」につきまして

は、公開の方式で行わせていただきます。したがって、本「要請書」の内容、

及びそれに対する貴社のご回答の有無とその内容等は、すべて当団体ホームペ

ージ等で公表いたしますので、その旨ご承知おきください。 

 



記 

 

【要 請】 

 

１．要請の趣旨 

貴社のホームページで表示されている、外国株式の国内店頭取引における

手数料についての「取引価格に取引の実行に必要なコスト（※）が含まれている

ため、別途手数料は必要ありません。」「必要なコストには、現地取引所での取

引執行コスト、取引に係る現地での税金、および銘柄に応じた価格変動リス

クのヘッジコストが含まれております。」とする記載（当団体の貴社ホーム

ページ確認日２０１８年１１月２８日）を消費者が外国株の国内取引におけ

る手数料を理解し、他社と比較しやすいものに変更されるよう求めます。 

 

２．要請の理由 

２０１７年３月３０日付けにて、金融庁より「顧客本位の業務運営に関す

る原則」が出されています。その原則４に 

 

【手数料等の明確化】 

金融事業者は、名目を問わず、顧客が負担する手数料その他の費用の詳細を、

当該手数料等がどのようなサービスの対価に関するものかを含め、顧客が理

解できるよう情報提供すべきである。 

 

とありますが、貴社の表示においては①貴社提示価格に「リスク料等の取引

コスト」がいくら含まれているのか、②顧客が貴社と外国株店頭取引を行う

際、いずれかの段階で上記「リスク料等の取引コスト」は開示されるのか、

開示されるとしたらいつの段階で、どのように開示されるのかがわかりませ

ん。 

 また、別紙（東洋証券、野村証券 表示例）のような手数料表示をされる

ところもあることから、具体的におおよその手数料を理解できるような表示

がなければ、消費者が「比べて選ぶ」ことができず、消費者に対する情報提

供としては不十分なものと言わざるを得ません。 
 消費者が外国株の国内取引における手数料を理解し、他社と比較しやすい

ものに、貴社のホームページの表示を変更されるよう要請します。 

以上 

 

 


